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１．2023年１月期第１四半期の連結業績（2022年２月１日～2022年４月30日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

　

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年１月期第１四半期 505 45.9 96 851.9 100 836.7 84 752.7

2022年１月期第１四半期 346 36.8 10 ― 10 ― 9 ―

(注)包括利益 2023年１月期第１四半期 142 百万円 ( 134.5％) 2022年１月期第１四半期 60 百万円 ( ―％)

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年１月期第１四半期 127.48 ―

2022年１月期第１四半期 14.95 ―
　
（２）連結財政状態

　

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年１月期第１四半期 4,411 3,434 77.9

2022年１月期 4,262 3,292 77.2

(参考) 自己資本 2023年１月期第１四半期 3,434 百万円 2022年１月期 3,292 百万円

　

２．配当の状況
　

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年１月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2023年１月期 ―

2023年１月期(予想) 0.00 ― 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2023年１月期の連結業績予想（2022年２月１日～2023年１月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 878 7.1 54 △33.8 54 △34.6 43 △41.7 65.74

通期 1,879 2.8 132 3.5 132 △4.4 101 △5.3 153.29

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　

　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
　

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年１月期１Ｑ 816,979株 2022年１月期 816,979株

② 期末自己株式数 2023年１月期１Ｑ 157,541株 2022年１月期 157,541株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年１月期１Ｑ 659,438株 2022年１月期１Ｑ 659,498株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　 （将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際

の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用

に当たっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料） P.2「１.当四半期決算に関する定性的情報

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症による渡航制限が徐々に緩和され、

経済活動への影響も改善するものと見られました。ところが、ゼロコロナ政策の中国で新型コロナウイルス感染

者が急増し、都市封鎖が長期化したことにより好調だった中国経済に変調が生じ、またロシアによる突然のウク

ライナ侵攻も様々な側面で世界経済への悪影響が懸念される状況となっています。

日本経済におきましては、まん延防止等重点措置が再度発令されたことから社会的不安が高まり、円安に上乗

せされたエネルギー価格の高騰によるインフレの進展により個人消費も落ち込み、先行きへの不透明感が増して

おります。

当電子部品業界といたしましては、半導体をはじめとする電子部品の供給不足状況が継続している一方で、原

材料やエネルギーコストの異常な高騰が止まらず、更にサプライチェーンの混乱による物流コスト上昇など厳し

い状況が続いております。

当社グループにおきましては、国内外の事業所は防疫に努め、工場は通常どおり操業して受注対応に励んだ結

果、当第１四半期連結累計期間においては、中国の情報通信関連向けや国内の半導体製造装置関連並びに産業機

器向けの受注が引き続き堅調に推移したことから、売上高は５億５百万円（前年同四半期比45.9％増）となりま

した。損益面においては、営業利益は９千６百万円（前年同四半期比851.9％増）となりました。経常利益は１億

円（前年同四半期比836.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は８千４百万円（前年同四半期比752.7％

増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて１億４千９百万円増加し、44

億１千１百万円となりました。このうち、流動資産は23億５千７百万円、固定資産は20億５千４百万円となり

ました。

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて６百万円増加し、９億７千６

百万円となりました。このうち、流動負債は２億８千７百万円、固定負債は６億８千９百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて１億４千２百万円増加し、

34億３千４百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

業績予想につきましては、2022年３月14日に公表いたしました業績予想を据え置くものとします。

外部環境が想定外に速く、大きく変化していることから公表済みの業績予想との乖離把握、状況分析に傾注し、

今後、通期連結業績予想に変更が予想される場合には速やかに開示いたします。

（４）新型コロナウイルス感染症に関するリスク情報

当社グループとしましては、全ての拠点における政府・自治体から発表された方針を基に新型コロナウイルス

感染症防止に取り組んでおります。感染防止対策に関する社内ガイドラインを策定し、事業所内においてはマス

ク着用とアルコール消毒の利用を促進しており、オンライン会議やウェブツールの積極的な活用を進めるなど、

顧客ならびに従業員の健康と安全を優先した対策を行っております。

本感染症の収束時期は不透明であり、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影

響を及ぼす可能性があるため、今後の推移状況を注視していきます。

　



トミタ電機株式会社(6898) 2023年１月期 第１四半期決算短信

3

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,041,108 1,014,015

受取手形及び売掛金 562,666 593,745

商品及び製品 208,519 242,861

仕掛品 243,029 281,312

原材料及び貯蔵品 141,353 184,770

その他 34,323 43,869

貸倒引当金 △3,600 △3,525

流動資産合計 2,227,400 2,357,051

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 157,930 155,944

機械装置及び運搬具（純額） 73,719 78,794

土地 1,715,312 1,715,312

リース資産（純額） 9,732 8,661

その他（純額） 5,047 5,174

建設仮勘定 2,348 15,969

有形固定資産合計 1,964,091 1,979,857

無形固定資産 33,943 35,736

投資その他の資産

投資有価証券 35,515 35,692

長期前払費用 593 2,311

その他 1,064 1,064

投資その他の資産合計 37,173 39,068

固定資産合計 2,035,208 2,054,663

資産合計 4,262,608 4,411,714
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年４月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 119,617 121,694

未払法人税等 42,602 20,537

未払費用 73,249 79,737

受注損失引当金 2,652 3,141

賞与引当金 17,308 32,615

前受収益 5,701 5,669

その他 20,728 23,768

流動負債合計 281,860 287,164

固定負債

繰延税金負債 785 785

再評価に係る繰延税金負債 204,932 204,932

退職給付に係る負債 10,695 11,556

役員退職慰労引当金 314,444 317,342

長期前受収益 11,565 11,440

預り保証金 137,943 136,725

その他 7,846 7,047

固定負債合計 688,213 689,830

負債合計 970,073 976,995

純資産の部

株主資本

資本金 1,966,818 1,966,818

資本剰余金 1,007,318 1,007,318

利益剰余金 279,940 363,740

自己株式 △227,574 △227,574

株主資本合計 3,026,503 3,110,303

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △6,685 △6,507

土地再評価差額金 311,550 311,550

為替換算調整勘定 △38,833 19,373

その他の包括利益累計額合計 266,031 324,415

純資産合計 3,292,534 3,434,718

負債純資産合計 4,262,608 4,411,714
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年２月１日
　至 2021年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年４月30日)

売上高 346,129 505,169

売上原価 239,695 290,366

売上総利益 106,433 214,802

販売費及び一般管理費 96,291 118,264

営業利益 10,142 96,538

営業外収益

受取利息 89 107

受取配当金 1 2

助成金収入 687 52

金型売却益 56 1,364

スクラップ売却益 135 500

為替差益 ― 2,111

雑収入 128 289

営業外収益合計 1,099 4,427

営業外費用

支払利息 208 200

製品補償費用 30 2

為替差損 202 ―

雑損失 48 59

営業外費用合計 490 262

経常利益 10,751 100,703

特別損失

固定資産除却損 18 ―

特別損失合計 18 ―

税金等調整前四半期純利益 10,733 100,703

法人税、住民税及び事業税 874 16,638

四半期純利益 9,858 84,064

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,858 84,064
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年２月１日
　至 2021年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年４月30日)

四半期純利益 9,858 84,064

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 875 177

為替換算調整勘定 50,004 58,206

その他の包括利益合計 50,879 58,384

四半期包括利益 60,738 142,449

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 60,738 142,449

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（追加情報）

(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

前連結会計年度の有価証券報告書の(追加情報)(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについ

て)に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含む仮定について重要な変更はあり

ません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　 （収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販

売において、出荷時から、当該商品又は製品の支配が顧客への移転される時までの期間が通常の期間である場

合は、出荷時点で収益を認識しております。

これにより、輸出販売について、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転

した時に収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。

この結果、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の期首残高

への影響も軽微であります。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載

しておりません。

　 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、当第１四半期連結累計期間においては、営業利益９千６百万円及び経常利益１億円、親会社株

主に帰属する四半期純利益８千４百万円を計上する結果となり、当社グループの業績は改善傾向にありますが、

前々連結会計年度まで３期連続で営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上しております。

そのため、過去の業績も考慮し、継続企業の前提に関する注記を開示するまでに至りませんが、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

　当該重要事象等を解消し、経営基盤の安定化に向け以下記載のとおり取り組んでおります。

・当社グループは、国内外の経済動向を注視しつつ、５Ｇ基地局、ＥＶ等車載バッテリー・システム、産業用製

造機器、半導体製造装置、医療機器等を主体とする情報通信機器並びに産業機器における国内外市場での新規

開拓に向け、中国・香港・欧州営業窓口と共に販売拡大をはかりながら、海外生産工場の継続的な品質改善や

経費削減に向けた取り組みを推進し利益重視の体制強化に努めてまいります。重点課題として以下の３点に取

り組みます。

①５Ｇ基地局、ＥＶ等車載バッテリー・システム、産業用製造機器、半導体製造装置、医療機器等を主体と

する情報通信機器ならびに産業用製造機器向けの新規受注を獲得

　 ②原価低減に向けた品質改善と製造設備刷新、省力化、自動化の推進

　 ③高信頼性、高効率化を目的とした材質開発の推進

・研究開発においては、フェライトに関しては、新材質開発、既存材質の改良を行い、フェライトコアの最適設

計に採用し市場ニーズに即した優れた材質を提供しております。また、コイル・トランスは、回路の高密度

化・高集積化に伴い小型・効率化に向け、自社製フェライトとの融合に取り組んでおります。今後の新製品、

新技法については５Ｇ、ＥＶ、ＡＩ、ＲＦＩＤ等の先端分野からＩｏＴ及び自動運転への応用、並びに電子機

器の小型化・高機能化・高周波化に伴う高精度・高性能・広帯域温度特性フェライトコア、省エネ対応として

更なる低損失・高飽和磁束密度・高透磁率フェライトコアの開発・改良等を進めております。また製造方法に

おきましても、フェライトコアの成型技術・焼成技術・精密加工技術の高度化、低コストの製品設計、試作期

間の短縮等を図り顧客の開発スピードに寄与いたしております。

　更に、これらの高性能フェライトコアを使用したコイル・トランスとその応用製品である車載用コンバーター

トランス、トランスポンダーコイル、センサーコイル、医療用電源トランス、産機用センサーコイル、各種Ｓ

ＭＤトランスの開発等、製品領域の拡大に取り組んでおります。

　当社グループといたしましては、当期の利益計画において、連結営業利益の連続黒字化を見込んでおり、今後、

利益重視の体制強化により、当該事象又は状況の解消を図ってまいります。以上を遂行することにより、継続企業

の前提に関する重要事象等を解消できるものと考えており、継続企業の前提に関する不確実性は認められないもの

と判断しております。

　


